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安倍・自公政権が検
討する

社会保障改悪メニュ
ー

　

今
回
の
選
挙

の
争
点
が
憲
法

で
あ
る
の
は
避

け
が
た
い
が
、

中
国
や
韓
国
が
主
張
す
る
歴

史
認
識
や
原
発
の
問
題
を
専

門
家
に
任
せ
て
避
け
た
り
先

送
り
に
で
き
る
課
題
か
。

　

原
発
の
安
全
基
準
の
策
定

は
長
期
に
わ
た
る
後
遺
症
や

風
評
被
害
や
地
震
津
波
の
想

定
が
甘
く
目
先
の
経
済
重
視

の
傾
向
が
強
い
よ
う
だ
。

　

南
海
ト
ラ
フ
や
駿
河
ト
ラ

フ
は
十
分
気
味
悪
い
し
、
日

本
海
溝
や
フ
ィ
リ
ピ
ン
海
溝

も
日
夜
新
知
識
が
増
え
る
に

従
っ
て
自
然
災
害
の
巨
大
さ

を
予
感
さ
せ
る
。

　

ト
ラ
フ
は
酪
農
家
の
牛
舎

で
多
く
の
牛
が
首
を
並
べ
て

餌
を
食
う
木
桶
の
形
状
で
、

深
度
は
６
千
㍍
く
ら
い
ま
で

で
あ
る
。
海
溝
（
ト
レ
ン

チ
）
は
も
っ
と
深
く
１
万
㍍

に
達
す
る
こ
と
も
あ
る
。
第

一
次
大
戦
で
兵
士
が
首
だ
け

出
し
て
銃
を
構
え
る
塹
壕
み

た
い
な
格
好
で
あ
る
。

　

い
つ
来
る
か
分
か
ら
ぬ
巨

大
自
然
災
害
の
時
ま
で
に
人

工
放
射
性
同
位
元
素
を
ど
れ

だ
け
減
ら
す
か
、
増
や
し
て

貯
め
て
お
く
の
か
。
大
局
か

ら
判
断
す
る
政
治
家
は
後
世

ま
で
責
を
負
う
が
、
有
権
者

の
一
票
の
責
も
同
様
で
あ

る
。　紙面へのご意見や感想、投稿記

事などを新聞部までお寄せくださ
い。紙面に掲載させていただいた
場合は、図書カード３千円分を進
呈いたします。
（郵送やファクスで、協会新聞部
までお寄せください）

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
健
康
へ
の
影
響
大

反
対
世
論
高
め
れ
ば
離
脱
は
可
能

基基  

軸軸
日
本
の
行
方
と

日
本
の
行
方
と

新新  

福福  

祉祉  
国国  
家家
❺❺

京
都
大
学
大
学
院
教
授　

岡
田
知
弘

京
都
大
学
大
学
院
教
授　

岡
田
知
弘

　

安
倍
自
民
党
総
裁
は
、
昨

年
末
の
総
選
挙
の
際
に
「
Ｔ

Ｐ
Ｐ
断
固
反
対
」
と
公
約
し

て
い
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

政
権
を
執
る
や
否
や
Ｔ
Ｐ
Ｐ

（
環
太
平
洋
経
済
連
携
協

定
）
交
渉
へ
の
参
加
を
表
明

し
た
。
安
倍
首
相
は
、「
聖

域
」
確
保
が
可
能
と
な
っ
た

か
ら
だ
と
し
た
が
、
米
国
側

の
文
書
に
は
逆
に
日
本
が
例

　

も
と
も
と
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、

２
０
１
０
年
１
月
に
オ
バ
マ

大
統
領
が
５
年
間
で
輸
出
を

倍
増
し
、
雇
用
を
２
０
０
万

人
に
増
や
す
計
画
を
発
表

し
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
他

３
カ
国
に
よ
る
既
存
の
Ｔ
Ｐ

Ｐ
の
拡
大
を
図
り
、
９
カ
国

国
民
が
犠
牲

　

そ
の
際
、「
１
・
５
％
の
農

業
の
た
め
に
98
・
５
％
が
犠

牲
に
な
っ
て
も
い
い
の
か
」

と
い
っ
た
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

が
、
マ
ス
コ
ミ
総
が
か
り
で

行
わ
れ
た
。
し
か
し
、
Ｔ
Ｐ

化
に
加
え
、
政
府
や
地
方
自

治
体
に
よ
る
公
共
調
達
、
環

境
や
食
品
の
安
全
規
制
の
緩

和
も
含
む
多
分
野
に
わ
た
る

国
境
障
壁
を
限
り
な
く
低
め

る
こ
と
を
め
ざ
し
て
い
る
。

い
わ
ば
米
日
多
国
籍
企
業
に

と
っ
て
活
動
の
し
や
す
い
制

で
も
、
食
品
や
医
薬
品
の
安

全
基
準
の
大
幅
緩
和
、
外
国

人
労
働
力
の
規
制
緩
和
等
を

通
し
て
、
私
た
ち
の
命
と
健

康
、仕
事
、国
土
に
甚
大
な
影

響
を
与
え
る
こ
と
に
な
る
。

　

し
か
も
、
多
国
籍
企
業
が

投
資
障
壁
だ
と
国
際
法
廷
に

訴
え
れ
ば
、
制
度
撤
廃
と
多

額
の
賠
償
金
も
取
得
で
き
る

Ｉ
Ｓ
Ｄ
（
投
資
家
と
国
家
の

紛
争
処
理
）条
項
も
加
わ
る
。

い
わ
ば
、
０
・
01
％
の
多
国

籍
企
業
の
利
益
の
た
め
に
、

圧
倒
的
多
く
の
国
民
が
犠
牲

に
な
る
仕
組
み
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
の
内

容
に
つ
い
て
は
発
効
後
４
年

間
、
国
民
に
対
し
て
も
非
公

開
に
す
る
と
い
う
、
国
民
主

権
も
国
家
主
権
も
蹂
躙
す
る

取
り
決
め
が
あ
る
こ
と
も
判

明
し
て
い
る
。
真
実
が
次
第

に
明
ら
か
に
な
る
な
か
で
、

各
地
で
農
林
水
産
関
係
者
だ

け
で
な
く
、医
療
関
係
者
、消

費
者
、
自
治
体
関
係
者
の
協

同
に
よ
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
反
対
運
動

の
輪
が
急
速
に
広
が
っ
て
い

る
。
圧
倒
的
多
く
の
国
民
の

声
を
集
め
れ
ば
Ｔ
Ｐ
Ｐ
か
ら

の
離
脱
は
可
能
で
あ
る
。
こ

の
国
の
未
来
の
た
め
に
、
判

断
を
誤
っ
て
は
な
ら
な
い
。

 

お
か
だ
・
と
も
ひ
ろ　

１
９

５
４
年
生
ま
れ
。
京
都
大
学

大
学
院
経
済
学
研
究
科
博
士

後
期
課
程
修
了
後
、
岐
阜
経

済
大
学
講
師
・
助
教
授
を
経

て
、
現
職
。
京
都
大
学
公
共

政
策
大
学
院
院
長
。

外
な
き
関
税
撤
廃

を
受
け
入
れ
た
う

え
非
関
税
障
壁
の

撤
廃
に
つ
い
て
日

米
協
議
を
継
続
す

る
と
記
さ
れ
て
い

た
。
す
で
に
、日
本
政
府
は
、

事
前
交
渉
段
階
で
狂
牛
病
対

策
を
目
的
に
し
た
食
肉
輸
入

規
制
を
撤
廃
し
て
お
り
、
米

国
側
か
ら
Ｔ
Ｐ
Ｐ
「
入
場

料
」
の
追
加
要
求
が
な
さ
れ

る
可
能
性
が
大
で
あ
る
。

交
渉
を
開
始
し
た
こ
と
が
発

端
で
あ
る
。
そ
の
後
、
日
本

の
菅
首
相
（
当
時
）
と
日
本

経
団
連
、
そ
し
て
大
手
マ
ス

コ
ミ
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
を

声
高
に
主
張
し
は
じ
め
た
の

で
あ
る
。

Ｐ
は
農
産
物
の
関
税
撤
廃
を

タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
協
定
で

は
な
い
。
交
渉
で
は
、
す
べ

て
の
モ
ノ
や
サ
ー
ビ
ス
貿

易
、金
融
・
医
療
の
自
由
化
、

各
種
非
関
税
障
壁
の
廃
止
、

投
資
、
労
働
力
移
動
の
自
由

度
空
間
に
統
一
す
る
こ
と
を

ね
ら
っ
た
も
の
で
あ
る
。

　

し
た
が
っ
て
、
そ
の
影
響

は
、農
林
漁
業
だ
け
で
な
く
、

あ
ら
ゆ
る
産
業
、
共
済
を
含

む
金
融
分
野
、
医
療
・
サ
ー

ビ
ス
分
野
に
及
ぶ
。
生
活
面

　

安
倍
・
自
公
政
権
に
よ
る

社
会
保
障
「
改
革
」
に
向
け

た
議
論
が
進
ん
で
い
る
。
政

府
の
主
要
な
会
議
で
は
、
医

療
・
社
会
保
障
費
の
削
減
を

基
本
路
線
に
、「
カ
ゼ
は
７

割
負
担
」「
少
額
の
治
療
費

は
全
額
自
己
負
担
」「
年
金

の
支
給
開
始
は
70
歳
」
な

ど
、
異
常
な
国
民
負
担
増
を

迫
る
発
言
が
続
出
。
参
院
選

後
の
社
会
保
障
政
策
を
決
め

る
重
要
な
議
論
で
あ
り
、
医

療
現
場
へ
の
影
響
が
懸
念
さ

れ
て
い
る
。

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
で

カ
ゼ
７
割
負
担
も

　

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
一
つ
で

あ
る
成
長
戦
略
づ
く
り
を
進

め
る
産
業
競
争
力
会
議
で

は
、「
社
会
保
障
コ
ス
ト
の

削
減
」
と
称
し
て
、「
カ
ゼ

は
７
割
自
己
負
担
」
や
「
少

額
の
治
療
費
は
全
額
、
患
者

の
自
己
負
担
」「
医
療
機
関

へ
の
株
式
会
社
の
参
入
」
な

ど
の
実
施
を
求
め
る
発
言
が

相
次
い
だ
。
さ
ら
に
は
、

「
75
歳
以
上
の
医
療
費
を
１

割
負
担
か
ら
２
割
に
」
と
迫

る
な
ど
、
異
常
と
も
言
え
る

患
者
負
担
増
を
示
し
た
。

　

同
会
議
の
メ
ン
バ
ー
に

は
、
新
浪
剛
史
氏
（
ロ
ー
ソ

の
負
担
軽
減
を
求
め
る
一

方
、
給
付
削
減
・
国
民
負
担

増
の
論
議
ば
か
り
が
突
出
す

る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。
６

ン
社
長
）
や
三
木
谷
浩
史
氏

（
楽
天
社
長
）
な
ど
、
大
企

業
経
営
者
ら
が
名
を
連
ね

る
。
社
会
保
障
へ
の
大
企
業

月
14
日
に
閣
議
決
定
し
た

「
成
長
戦
略
」
へ
の
反
映
は

限
定
的
で
あ
り
、
今
後
の
動

向
が
注
視
さ
れ
て
い
る
。

レ
セ
プ
ト
点
検
と

指
導
を
強
化

　

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民

会
議
で
は
、
高
齢
者
・
現
役

世
代
の
負
担
増
・
給
付
抑
制

や
、
医
療
費
の
削
減
な
ど
が

論
議
の
中
心
に
な
っ
て
い

る
。
70
〜
74
歳
の
窓
口
負
担

増
だ
け
で
な
く
、
中
高
所
得

の
高
齢
者
の
さ
ら
な
る
負
担

増
や
国
民
健
康
保
険
の
広
域

化
に
よ
る
保
険
料
の
引
き
上

げ
を
明
言
し
て
い
る
。

　

医
療
機
関
に
対
し
て
は
、

「
レ
セ
プ
ト
チ
ェ
ッ
ク
に
有

効
な
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
構

築
」
に
よ
る
医
療
費
の
適
正

化
に
加
え
、「
都
道
府
県
に

保
険
医
療
機
関
の
指
定
・
取

消
権
限
を
与
え
る
」
と
し

た
。
医
療
費
削
減
路
線
を
鮮

明
に
し
て
お
り
、
診
療
報
酬

改
定
へ
の
影
響
は
避
け
ら
れ

な
い
。
同
会
議
は
、
参
院
選

後
に
「
社
会
保
障
改
革
」
の

報
告
書
を
ま
と
め
る
予
定
。

年
金
の
支
給
開
始

70
歳
に
引
き
上
げ

　

財
務
相
の
諮
問
機
関
・
財

政
制
度
等
審
議
会
で
は
、
年

金
と
医
療
の
給
付
削
減
が
焦

点
に
な
っ
て
い
る
。
年
金
を

め
ぐ
っ
て
は
、
現
在
、
国
民

年
金
の
支
給
開
始
は
原
則
65

歳
。
厚
生
年
金
の
支
給
開
始

は
65
歳
に
段
階
的
に
引
き
上

げ
て
い
る
最
中
だ
。
そ
れ
に

も
関
わ
ら
ず
、「
支
給
開
始

年
齢
を
70
歳
程
度
に
引
き
上

げ
る
」
こ
と
を
示
し
た
。

　

医
療
・
介
護
で
は
、「
後

発
医
薬
品
の
薬
価
を
超
え
る

金
額
は
自
己
負
担
」「
軽
度

者
へ
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
は
保

険
給
付
の
対
象
外
」
な
ど
、

〝
削
減
あ
り
き
〞
の
議
論
が

ま
か
り
通
っ
て
い
る
。
消
費

税
増
税
に
よ
る
「
社
会
保
障

の
充
実
」は
見
る
影
も
な
い
。

医療改悪へ向け議論医療改悪へ向け議論

各会議の資料から作成

産業競争力会議産業競争力会議
•カゼは７割自己負担など疾病の種類に応じ
た自己負担割合の導入
•少額の治療費は全額、患者の自己負担
•75歳以上の医療費１割負担を２割に
•規制撤廃等による保険外併用療養費のさら
なる範囲拡大
•マイナンバー（共通番号）システムで、所得
・資産によって自己負担割合に差をつける
•医療機関への株式会社の参入を認める

社会保障制度改革国民会議社会保障制度改革国民会議
•70～74歳の医療費１割負担を２割に
•中高所得層高齢者の本人負担の引き上げ、
給付範囲の見直し・効率化
•現役世代の負担増・給付抑制
•紹介なしに一定病床数以上の病院を受診し
た場合、一定額（例：１万円）の自己負担
を導入
•レセプトチェックに有効なデータベースの
構築
•都道府県を国保の保険者とする
•国保の広域化で保険料水準上昇
•都道府県に保険医療機関の指定・取消権限
を与える

財政制度等審議会財政制度等審議会
•年金の支給開始年齢を70歳程度に引き上げ
•一部の医薬品の薬価は後発医薬品の薬価と
し、上回る部分は患者の自己負担とする
•市販類似薬を保険給付の対象から除外
•軽度者に対する介護サービスは、保険給付
の対象外

自
公
政
権

４
面
に
会
員
意
見
調
査
結
果
・
６
面
に
参
議
院
選
挙
候
補
者
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
を
掲
載

治
療
費
少
額
な
ら
全
額
自
費
検
討
も


